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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月

売上高 （千円） 3,581,957 3,598,486 3,398,388 3,172,659 3,127,048

経常利益又は経常損
失（△） 

（千円） 330,764 410,226 254,955 △77,569 84,423

当期純利益 （千円） 128,643 150,188 115,059 61,221 40,606

持分法を適用した場
合の投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 929,890 929,890 929,890 929,890 929,890

発行済株式総数 （株） 3,813,000 3,813,000 3,813,000 3,813,000 3,813,000

純資産額 （千円） 4,423,379 4,537,330 4,574,501 4,596,632 4,552,366

総資産額 （千円） 5,608,387 5,651,950 5,736,021 5,585,788 5,386,691

１株当たり純資産額 （円） 1,169.90 1,198.45 1,208.81 1,215.72 1,204.01

１株当たり配当金額 
（うち１株当たり中
間配当金額） 

（円） 
15.50 
（－）

18.00
（－）

19.00
（－）

15.00 
（－）

10.00
（－）

１株当たり当期純利
益金額 

（円） 32.44 38.14 29.37 16.19 10.74

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 78.9 80.3 79.8 82.3 84.5

自己資本利益率 （％） 2.9 3.4 2.5 1.3 0.9

株価収益率 （倍） 12.3 14.8 23.8 45.4 50.8

配当性向 （％） 47.8 47.2 64.7 92.6 93.1

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） 529,035 597,678 318,533 66,846 292,988

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） △276,619 △202,448 △829,622 110,005 △311,531

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） △204,774 △175,499 163,240 △210,686 △195,450

現金及び現金同等物
の期末残高 

（千円） 1,832,768 2,052,498 1,704,649 1,670,814 1,456,821

従業員数 
〔外、平均臨時雇用
者数〕 

（人） 
277 

〔140〕
259

〔149〕
256

〔143〕
247 

〔139〕
249

〔141〕



２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５．純資産額の算定にあたり、平成19年4月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号）を適用して

おります。  

  



２【沿革】 

 当社（昭和48年12月18日青木株式会社として設立）は、株式会社マツモト（平成元年２月16日株式会社ニュー北九州として設

立）の株式額面を変更するため、平成４年５月１日を合併期日として同社を吸収合併し、同社の資産、負債及び権利義務の一切

を引き継ぎましたが、合併前の当社は休業状態にあり、合併後において被合併会社の営業活動を前面的に継承いたしました。 

 従いまして、実質上の存続会社は、被合併会社である株式会社マツモトであるため、特に記載のない限り、実質上の存続会社

について記載しております。 

  

 株式会社マツモトは平成元年２月16日に設立されましたが、平成元年５月１日に吸収合併した合資会社松本写真印刷社を母体

とし、その事業を引き継いでおります。以下株式会社マツモトの設立から現在に至るまでの概要は次のとおりであります。 

 また、株式会社マツモトの母体となった合資会社松本写真印刷社の設立よりの変遷を下記別表に記載いたします。 

  

（別表・合資会社松本写真印刷社の設立よりの変遷） 

  

 

年月 事項

平成元年２月 北九州市門司区に株式会社ニュー北九州を設立 

平成元年５月 合資会社松本写真印刷社を合併し、商号を株式会社マツモトに変更 

平成元年５月 札幌営業所を札幌市中央区に開設 

平成３年11月 名古屋営業所を名古屋市東区に移転 

平成４年５月 株式額面変更のため、青木株式会社と合併（合併比率１：3,000） 

平成４年11月 デザインセンターを北九州市門司区に開設 

平成６年３月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成６年10月 印刷・製本工場を北九州市門司区に開設 

平成７年５月 札幌営業所を札幌市西区に移転 

平成10年10月 東京営業所を東京都豊島区に移転 

平成15年６月 大阪営業所を兵庫県尼崎市に移転 

平成16年12月 

平成18年８月 

日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

大阪営業所を本社に統合 

年月 事項

昭和24年４月 福岡県門司市（現北九州市門司区）に合資会社松本写真印刷社を設立 

昭和43年９月 製本工場を北九州市門司区（社ノ木）に開設 

昭和53年３月 東京営業所を東京都新宿区に開設 

昭和53年10月 製版工場を北九州市門司区（猿喰）に開設 

昭和56年10月 本社を北九州市門司区に新築 

昭和58年３月 大阪営業所を大阪市淀川区に開設 

昭和59年６月 名古屋営業所を名古屋市千種区に開設 

昭和59年８月 製版工場を製版・印刷工場に増築 

平成元年５月 株式会社へ組織変更のため、株式会社ニュー北九州と合併 



３【事業の内容】 

 当社は、印刷物の製造販売を主たる事業としております。その主要製品は、学校向けの卒業記念アルバムであり、ポスター、

カタログ、パンフレット等の一般商業印刷物も製造いたしております。さらに、デジタル写真アルバムや自費出版等のインター

ネット関連事業も手掛けております。 

 また、当社は、印刷業における全工程であります企画、製版、印刷、製本の一貫した生産設備を有し、最新のコンピュータシ

ステムを駆使してより効率的かつ高品質の製品を生産いたしております。 

 なお、当社は、関係会社もなく、また継続的で緊密な事業上の関係のある関連当事者もないので、事業系統図の記載を省略し

ております。 

  

  



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

 （2）労働組合の状況 

   当社には、労働組合はありませんが、労使関係は安定しております。 

  

    平成19年４月30日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

249（141） 35才 7カ月 13年  7カ月 4,212,086 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当事業年度におけるわが国経済は、設備投資と輸出を中心とする景気拡大が続き、雇用環境も改善しましたが、賃金の上昇

ペースは緩慢で、個人消費の回復は緩やかにとどまりました。 

  

また、印刷産業におきましては、印刷産業出荷額が、1998年から7年連続で減少が続くといった分析も出ており、デフレ時

代の印刷単価が抑えられたままで、数量ベースでは増加ながら利益面では厳しい状況が続いておりました。 

  

さらに、学校アルバム業界が直面する少子化問題では出生率にやや好転の兆しが出てきたものの、15歳未満の子どもの人口

は26年連続の減少となっており、依然として市場規模の縮小に変化はありませんでした。 

  

このような経営環境におきまして、当社は学校アルバム部門ならび一般商業印刷部門に加え、デジタル写真アルバムや自費

出版等のインターネット関連の新規事業に取り組んでまいりました。これらの結果、当期の業績は以下のとおりとなりまし

た。売上高につきましては、前期3,172百万円に対し、3,127百万円と前期比1.4％の減収となりましたが、経常利益は、84百

万円（前期は77百万円の経常損失）、当期純利益は40百万円（前期比33.7％減）となりました。 

  

部門別の状況は次のとおりであります。 

  

（学校アルバム部門） 

学校アルバム部門におきましては、子どもの数の総人口に占める割合が13.6％と33年連続で低下し、少子化の進展が改め

て浮き彫りになるなど、学校アルバムの市場はさらに縮小が続いております。これに過当競争による価格下落等が加わりま

して、当期の学校アルバム部門の売上高は、前期比3.2％減の2,374百万円となりました。 

（一般商業印刷部門） 

一般商業印刷部門におきましては、従来の商業印刷物は伸びを欠く状況にありましたが、デジタル写真アルバムや自費出

版等のインターネット関連の新事業の売上を加えまして、当期の一般商業印刷部門の売上高は、前期比4.6％増の752百万円

となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、オンディマンド印刷システム等112百万円の設備投

資を行い、借入金の返済138百万円及び3カ月超の定期預金の設定100百万円並びに投資有価証券の増加101百万円等がありま

したので、前事業年度末に比べ213百万円減少し、当事業年度末には、1,456百万円となりました。 

  

 また、当事業年度中における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、292百万円（前年同期比338.3％増）となりました。 

 これは主に、税引前当期純利益及び減価償却費によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、311百万円（前年同期は110百万円の取得）となりました。 

    これは主に、定期預金の設定並びに有形固定資産及び投資有価証券の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において財務活動の結果使用した資金は、195百万円（前年同期比7.2％減）となりました。これは主に、長期

借入金の返済によるものであります。 

 （注） 「第２ 事業の状況」に記載されている金額には、消費税等は含まれておりません。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 金額は販売価格で表示しております。 

  

(2）受注状況 

 （注） 金額は販売価格で表示しております。 

  

(3）販売実績 

 （注） 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、主要な販売先（相手先別の販売実績の

総販売実績に対する割合が100分の10以上の販売先）に該当する販売先がありませんので記載しておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、景気は「軽い踊り場」局面にあるといわれ、この「軽い踊り場」を脱するには６月以降の

実質増税、米国景気減速などのハードルを越えていく必要があり、継続する安定成長にもろさも見えております。 

  

     当社は、学校アルバム部門、一般商業印刷の現有事業につきまして、販路の拡大、トータルコスト改善の推進等、収益力

強化のための施策を引き続き進めてまいります。また、デジタル写真アルバムや自費出版等のインターネット関連事業もほ

ぼ軌道に乗る状況となってまいりましたので、さらに伸長させるべく経営資源の投入をはかってまいる所存であります。 

  

 

区分 
第19期

（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

前年同期比（％） 

学校アルバム（千円） 2,368,604 96.4 

一般商業印刷（千円） 752,789 104.4 

合計（千円） 3,121,394 98.2 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

学校アルバム 2,292,686 89.6 256,632 75.9 

一般商業印刷 760,409 106.3 23,640 146.2 

合計 3,053,096 93.3 280,272 79.1 

区分 
第19期

（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

前年同期比（％） 

学校アルバム（千円） 2,374,108 96.8 

一般商業印刷（千円） 752,939 104.6 

合計（千円） 3,127,048 98.6 



４【事業等のリスク】 

（1）経営環境について 

当社の売上高のおよそ80％を占める学校アルバムは、少子化が続く中で、学生生徒数の減少、学校数の減少にみられる

ように市場規模が年々縮小しており同業他社との競争は毎年激化しております。また、過当競争における販売価格の下落

といった事態を招いております。当社は、「インターネットウェブ卒業アルバム」等新機軸を打ち出してシェアの拡大を

めざす一方、製造コストの削減に努めて収益の確保・増大をはかっておりますが、厳しい市場環境はしばらく続くと見込

まれ、損益面での影響が出てくる可能性があります。 

   （2）原材料等の調達について 

製紙業界は、現在、原油など原材料価格の高騰を理由に印刷用紙の値上げを打ち出しており、これが浸透した場合に

は、印刷業界のコストアップ要因となりまので、当社におきましても損益面での影響が出てくる可能性があります。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

研究開発活動につきましては原材料分野、生産技術分野、デザイン・システム分野において、それぞれ関係先と協力しつつ、

高品質でかつ市場ニーズにマッチした製品を生み出すべく、各担当部署にて進めております。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

  

（１）財政状態の分析 

当社は、健全な経営活動を確保するために強固な財務基盤の構築を財務方針としております。 

当事業年度末の総資産は、前事業年度に比べ、199百万円減少（前期比3.6％減）し、5,386百万円となりました。このうち、流

動資産は148百万円減少（前期比5.5%減）の2,559百万円、固定資産は50百万円減少（前期比1.7％減）の2,827百万円となりまし

た。流動資産減少の主な要因は、現金及び預金、受取手形、売掛金等の減少によるものです。また、固定資産減少の主な要因

は、減価償却によるものです。 

総負債は、前事業年度末に比べ154百万円減少（前期比15.7％減）し、834百万円となりました。これは主に長期借入金の返済

及び買掛金等の減少によるものです。 

純資産は、前事業年度末に比べ44百万円減少（前期比1.0％減）の4,552百万円となりました。純資産減少の主な要因は、その

他有価証券評価差額金の減少によるものです。さらに、自己資本比率は前事業年度末82.3％に対し84.5％となりました。また、

期末発行済株式数に基づく1株当たり純資産は前事業年度末1,215円72銭に対し当事業年度末1,204円01銭となりました。 

  

（２）経営成績の分析 

当事業年度の経営成績は、売上高では3,127百万円（前期比1.4％減）、営業利益は77百万円（前期は116百万円の損失）、経常

利益は84百万円（前期は77百万円の損失）となり、当期純利益は40百万円（前期比33.7％減）となりました。 

   売上高の部門別の状況は、学校アルバム部門が少子化による市場規模の縮小に加え、同業他社との価格競争により数量・単価

ともに著しい減少・下落が続いているため、前期比3.2％減の2,374百万円、一般商業印刷部門におきましては、従来の商業印刷

物は伸びを欠く状況にありましたが、デジタル写真アルバムや自費出版等のインターネット関連の新事業の売上を加えまして、

前期比4.6％増の752百万円となっております。 

  営業利益、経常利益、当期純利益については、売上高の減少に対応すべく各部門においてそれぞれコストダウンを進めた結果、

上記の実績となりました。 

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資につきましては、生産能力増強、生産効率化、合理化並びに製品品質の向上を目的として、オンディマ

ンド印刷システム等112,574千円の投資をいたしました。 

なお、生産能力に重要な影響を及ぼすような設備の売却・撤去はありません。 

 （注） 「第３ 設備の状況」に記載した金額には、消費税等は含んでおりません。 

２【主要な設備の状況】 

   当社は、３ケ所の工場、３ケ所の営業所を有している他、デザインセンター及びサテライトオフィスを設けております。主要

な設備は以下のとおりであります。 

 （注）１．面積のうち（ ）書きは賃借面積を示し、外数で表示しております。賃借料は、86,793千円であります。 

２．建物には構築物2,566千円を含んでおります。 

３．その他の内訳は、車両運搬具8,055千円及び工具器具備品21,037千円であります。 

  

 

      平成19年４月30日現在 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円）

従業
員数 
（人） 

土地 建物
機械及び
装置 

その他 合計 
面積 

（㎡） 
金額 

延面積
（㎡） 

金額

本社 
(北九州市門司区) 

本社業務施設 
販売・仕入 
アルバム及び
印刷物の企画
設備 

3,021.34 274,278 2,378.83 131,451 100,891 16,799 523,420 112 

デザインセンター 
(北九州市門司区) 

販売、デザイ
ン及び製版設
備 

632.14 84,070 1,231.93 103,635 8,324 2,911 198,941 45 

松原工場 
(北九州市門司区) 

印刷及び製本
設備 

(5,745.25)
－ － 

(5,622.18)
－ 

21,134 204,191 4,920 230,247 32 

猿喰工場 
(北九州市門司区) 

製版及び印刷
設備 

4,292.21 19,510 2,983.08 63,538 224,146 1,036 308,231 42 

社ノ木工場 
(北九州市門司区) 

企画、製本及
びオンディマ
ンド印刷設備 

1,492.42 163,785 2,231.01 86,605 180,979 315 431,685 8 

八幡サテライトオ
フィス 
(北九州市八幡西
区) 

アルバムの企
画設備 － － 

(629.31)
－ 

－ 199 226 426 2 

工場用地 
（北九州市小倉北
区） 

その他の設備 
11,617.71 387,546 

－ － － － 387,546 － 

東京営業所 
(東京都豊島区) 

販売設備 
－ － 

(208.36)
－ 

－ － 1,901 1,901 6 

名古屋営業所 
(名古屋市東区) 

〃 
－ － 

(97.90)
－ 

－ － 341 341 1 

札幌営業所 
(札幌市西区) 

〃 
－ － 

(65.72)
－ 

－ － 642 642 1 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当事業年度末現在において計画中の設備計画は、次のとおりであります。 

  

(1）重要な設備の新設等 

  

(2）除却等 

 生産能力に重大な影響を与える除却はありません。 

  

  

事業所及び所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 予算総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

着工 完了 

      

本社及び コンピュータシステム等 50,000 －
自己資金及び
借入金 

平成19.5 平成19.8 － 

工場 製本機械等 30,000 － 同上 平成19.7 平成19.10 － 

（北九州市門司区） その他の設備 20,000 － 同上 平成19.5 平成20.4 － 

      

合計 100,000 － － － － － 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 利益による株式消却 

  

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式 32,000株は、「個人その他」に32単元を含めて記載しております。 

２．上記「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が3単元含まれております。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 12,889,000 

計 12,889,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年４月30日） 

提出日現在発行数
（平成19年７月26日） 

上場証券取引所又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 3,813,000 同左 ジャスダック証券取引所 － 

計 3,813,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年４月26日 △47 3,813 － 929,890 － 1,691,419

        平成19年４月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 7 6 28 1 － 266 308 － 

所有株式数 
（単元） 

－ 435 44 356 292 － 2,685 3,812 1,000 

所有株式数の
割合（％） 

－ 11.41 1.16 9.34 7.66 － 70.43 100 － 



(6）【大株主の状況】 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数 ３個）含まれて

おります。 

  

 

    平成19年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

松本 政敬 北九州市小倉北区 528 13.85 

松本 敬三郎 北九州市小倉北区 443 11.62 

松本 敬明 東京都渋谷区 332 8.71 

ソシエテジェネラルエヌア
ールエイエヌオーディティ
ティ 
（常任代理人 香港上海銀
行東京支店） 

（東京都中央区日本橋三丁目11番1号） 292 7.66 

株式会社大分銀行 大分県大分市府内町三丁目４番１号 144 3.78 

松本 誠介 神戸市東灘区 111 2.91 

マツモト社員持株会 北九州市門司区社ノ木一丁目２番１号 101 2.66 

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13番１号 95 2.49 

サカタインクス株式会社 大阪市西区江戸堀一丁目23番37号 90 2.36 

 株式会社三菱東京UFJ銀行 
  

東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 
  

85 2.23 

計 － 2,221 58.26 

   平成19年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   32,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,780,000 3,780 － 

単元未満株式 普通株式   1,000 － － 

発行済株式総数 3,813,000 － － 

総株主の議決権 － 3,780 － 



②【自己株式等】 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

      平成19年４月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社マツモト 
北九州市門司区 
社ノ木一丁目２番１号 

32,000 － 32,000 0.84 

計 － 32,000 － 32,000 0.84 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（－） 

－ － － －

保有自己株式数 32,000 － 32,000 － 



３【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策として位置付けており、印刷業界における急速な技術革新に対応した積極

的な設備投資を行い新製品・新技術の開発、生産性の向上に努め会社の競争力を維持・強化するとともに、業績に裏付けられた

成果の配分を行う方針であります。 

当社は、中間配当及び期末配当による剰余金の配当を行う制度を有しており、これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当

については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

また、当社は業績に応じた利益配分を前提に当期純利益の45％を配当金に充てる基本方針を平成6年6月に発表しており、当事

業年度はその第13期目に当たります。 

  

以上の方針に基づくとともにさらに株主への利益還元を推進し、当事業年度の剰余金の配当につきましては、1株当たり配当金

を10円（配当性向93.1％）といたしました。 

  

なお、当事業年度の内部留保資金につきましては、コンピュータシステム等に有効投資していく所存であります。 

  

   当社は、会社法第454条第5項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

  

   当事業年度の剰余金の配当につきましては、以下のとおりであります。 

  

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の公

表のものであります。なお、第17期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

決議年月日 配当金の総額（千円） 1株当たり配当額（円） 

平成19年7月26日 

定時株主総会決議 
37,810 10 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 

決算年月 平成15年４月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 

最高（円） 529 640 740 880 742 

最低（円） 385 330 ※   505 620 460 

月別 平成18年11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 

最高（円） 526 534 560 559 551 550 

最低（円） 479 500 498 500 529 520 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

代表取締役 
(取締役会
長) 

  松本 政敬 大正15年８月２日生

昭和22年３月  善隣外事専門学校卒業 

昭和22年４月  松本写真工芸所入社 

昭和24年４月  合資会社松本写真印刷社 

無限責任社員 

昭和41年５月  同社無限責任社員 代表社員 

平成元年２月  株式会社ニュー北九州（現株

式会社マツモト）代表取締役

社長就任 

平成６年７月  代表取締役会長就任（現任） 

(注)4 528

代表取締役 
(取締役社
長) 

  松本 敬三郎 昭和26年４月３日生

昭和50年３月  慶應義塾大学商学部卒業 

昭和50年４月  合資会社松本写真印刷社入社 

平成元年２月  株式会社ニュー北九州（現株

式会社マツモト）取締役就任 

平成元年５月  当社専務取締役生産本部長就

任 

平成４年７月  当社代表取締役就任 

平成６年７月  当社代表取締役社長就任（現

任） 

(注)4 443

常務取締役 
営業本部長兼
東京営業所長 

松本 敬明 昭和28年８月４日生

昭和52年３月  学習院大学文学部卒業 

昭和52年４月  アマノ株式会社入社 

昭和52年12月  合資会社松本写真印刷社入社 

昭和53年３月  同社東京営業所長 

平成元年２月  株式会社ニュー北九州（現株

式会社マツモト）取締役就任 

平成元年５月  当社営業本部長兼東京営業所

長就任（現任） 

平成３年７月  当社常務取締役就任（現任） 

(注)4 332

取締役 総務部長 梅津 武 昭和29年２月11日生

昭和51年３月  山口大学経済学部卒業 

昭和51年４月  三井造船株式会社入社 

昭和63年10月  同社ＦＡ事業室課長補佐 

平成元年９月  当社入社統合管理政策室長 

平成６年７月  当社取締役就任（現任） 

平成14年12月  当社総務部長就任（現任） 

(注)4 53

監査役 
(常勤) 

  越出 哲郎 昭和26年11月30日生

昭和52年３月  学習院大学経済学部卒業 

複数の出版会社の勤務を経て

フリーエディターとして独立

開業 

平成16年６月  当社入社特命担当部長 

平成18年７月  当社監査役就任（現任） 

(注)5 －

監査役   安井 玄治 昭和22年６月12日生

昭和43年10月  日本大学理工学部中退 

昭和45年２月  株式会社安井組代表取締役社

長（現任） 

平成６年７月  当社監査役就任（現任） 

(注)6 －



 （注）１．監査役安井玄治、原永茂及び赤松弘美は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役社長松本敬三郎は、取締役会長松本政敬の長男であり、常務取締役松本敬明の実兄であります。 

３．平成17年7月28日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

４．平成18年7月27日開催の定時株主総会の終結の時から2年間 

５．平成18年7月27日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

６．平成19年7月26日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役   原永 茂 昭和９年10月９日生

昭和28年３月  福岡県立築上東高等学校卒業 

昭和29年４月  熊本国税局入局 

平成４年７月  筑紫税務署長 

平成５年８月  税理士登録（現任） 

平成８年７月  当社監査役就任（現任） 

(注)3 －

監査役   赤松 弘美 昭和11年８月25日生

昭和30年３月  福岡県立門司北高等学校卒業 

昭和32年４月  熊本国税局入局 

平成６年７月  福岡税務署長 

平成７年８月  税理士登録（現任） 

平成９年７月  当社監査役就任（現任） 

(注)6 －

        計   1,356



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

企業経営者は、株主から会社を預っているものであり、株主に対し企業価値（株主価値）を最大化にする責任を負っておりま

す。コーポレート・ガバナンスとは、このような経営者の株主に対する責任をいかに果たせるかとの問題と考えております。こ

の企業価値を高めるには、必ずコンプライアンス態勢が構築されていなければならず、したがって企業経営者はコンプライアン

ス態勢を構築する責任を株主に対して負っていると理解しております。すなわちコーポレート・ガバナンスを強化するためには

コンプライアンス態勢の構築を経営者が株主に対して負う義務と捉えております。以上の基本的な考え方をふまえ、コーポレー

ト・ガバナンスの重要性につきましては、当社は充分認識しており、特に法令の遵守には意をそそいでおります。また当社は、

経営の透明性を高めるべく、株主総会におよび年4回の決算発表の他、株主利益に重大な影響を与えると判断される重要事実の発

生時には、的確かつ迅速な情報開示に努めております。 

  

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

ａ．会社の経営上の意思決定、執行および監査に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

  

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は常勤監査役1名および社外監査役3名により構成され、各監査役は監査役会が定

めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役等の職務執行について、厳正な監視・監査

を行っております。 

なお、通常の内部監査は経営管理部が主として担当しており、その経営管理部には専任１名（部長）を配置し、必要に応じ総

務部等の管理部門のスタッフがサポートし数名であたっております。また、監査役会および会計監査人等とも連絡を密にし相互

連携して業務を推進しております。その組織は下図のとおりであります。 

会社法に基づく会計監査人および証券取引法に基づく会計監査には、新日本監査法人を起用しており、同監査法人との間で会

社法監査と証券取引法監査について監査契約書を締結し、それに従い報酬を支払っております。 

当事業年度において、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については、下記のとおりでありま

す。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員・業務執行社員：小川一夫、松本正一郎 

会計監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 2名、会計士補 1名 

  

また、顧問弁護士とは、顧問契約に基づき、必要に応じて適宜アドバイスを受けております。税務上の件につきましても、顧

問税理士に相談し、事にあたっております。 

  

 

 



ｂ.会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

  

当社は社外取締役はおりませんが、社外監査役は3名おります。その社外監査役3名のうちの1名である安井玄治氏が代表取締役

社長を兼務する株式会社安井組と当社との当事業年度における取引は、建築工事等6,355千円であり、一般の取引条件と同様に決

定しております。他の2名の社外監査役については、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

  

（役員報酬の内容） 

当事業年度において当社の取締役および監査役に対し支払った役員報酬は、以下のとおりです。 

取締役の年間報酬総額 84百万円 

監査役の年間報酬総額  6百万円 

  

（監査報酬の内容） 

当事業年度において監査法人に対して支払った監査報酬は、以下のとおりです。 

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に対し支払った監査報酬  14百万円 

上記以外の報酬の支払いはありません。 

  

（取締役の定数） 

当社は、取締役を８名以内とする旨を定款で定めております。 

  

（自己株式取得の決定機関） 

当社は、資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行のため、取締役会の決議によって市場取引等により自己

株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

  

（株主総会の特別決議要件） 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨

を定款で定めております。 

  

（取締役の選任の決議要件） 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決

権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

  

 



第５【経理の状況】 
  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第18期事業年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第19期事業年

度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第18期事業年度（平成17年５月１日から平成18年４月30日まで）及び第19期

事業年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年４月30日） 
当事業年度 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金     1,970,814 1,856,821 

２ 受取手形 ※4   105,668 93,593 

３ 売掛金     473,896 455,153 

４ 製品     6,363 6,365 

５ 原材料     28,204 28,580 

６ 仕掛品     78,677 78,326 

７ 前払費用     10,800 11,836 

８ 繰延税金資産     47,897 48,839 

９ その他     3,020 6,433 

貸倒引当金     △17,000 △26,500 

流動資産合計     2,708,345 48.5 2,559,452 47.5

Ⅱ 固定資産      

(1）有形固定資産      

１ 建物 ※１ 1,083,231 1,082,224  

減価償却累計額   662,018 421,213 678,424 403,799 

２ 構築物   29,796 29,796  

減価償却累計額   26,977 2,818 27,229 2,566 

３ 機械及び装置   3,867,516 3,863,418  

減価償却累計額   3,062,568 804,947 3,144,685 718,733 

４ 車両及び運搬具   48,029 40,229  

減価償却累計額   37,836 10,192 32,173 8,055 

５ 工具器具備品   185,539 169,353  

減価償却累計額   153,166 32,372 148,315 21,037 

６ 土地 ※１   929,190 929,190 

有形固定資産合計     2,200,735 39.4 2,083,382 38.7



 

   
前事業年度

（平成18年４月30日） 
当事業年度 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産      

１ ソフトウェア     74,924 53,666 

２ 電話加入権     2,453 2,453 

３ 施設利用権     8,900 8,900 

無形固定資産合計     86,278 1.5 65,020 1.2

(3）投資その他の資産      

１ 投資有価証券     298,102 399,580 

２ 出資金     245 88 

３ 破産債権・更生債権
等 

    340 251 

４ 繰延税金資産     6,304 16,099 

５ 敷金     80,291 79,384 

６ 保証金     104,968 83,155 

７ 保険積立金     103,276 103,277 

貸倒引当金     △3,100 △3,000 

投資その他の資産合計     590,429 10.6 678,836 12.6

固定資産合計     2,877,442 51.5 2,827,239 52.5

資産合計     5,585,788 100.0 5,386,691 100.0

       

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１ 買掛金     272,997 256,592 

２ 一年以内に返済予定の
長期借入金 

※１   138,800 69,700 

３ 未払金     100,592 100,569 

４ 未払費用     40,934 41,962 

５ 未払法人税等     51,297 52,514 

６ 未払消費税等     73,007 71,415 

７ 賞与引当金     95,000 95,000 

８ その他     43,589 44,310 

流動負債合計     816,219 14.6 732,064 13.6



  

 

   
前事業年度

（平成18年４月30日） 
当事業年度 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 ※１   69,700 － 

２ 退職給付引当金     103,236 102,261 

固定負債合計     172,936 3.1 102,261 1.9

負債合計     989,155 17.7 834,325 15.5

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２   929,890 16.6 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   1,691,419 －  

 資本剰余金合計     1,691,419 30.3 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   77,000 －  

２ 特別償却準備金   1,081 －  

３ 別途積立金   1,720,000 －  

４ 当期未処分利益   141,049 －  

 利益剰余金合計     1,939,130 34.7 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    51,586 0.9 － －

Ⅴ 自己株式 ※３   △15,395 △0.3 － －

資本合計     4,596,632 82.3 － －

負債資本合計     5,585,788 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年４月30日） 
当事業年度 

（平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金     － － 929,890 17.3

２ 資本剰余金      

(1）資本準備金   － 1,691,419  

資本剰余金合計     － － 1,641,419 31.4

３ 利益剰余金      

(1）利益準備金   － 77,000  

(2）その他利益剰余金      

別途積立金   － 1,730,000  

繰越利益剰余金   － 116,022  

利益剰余金合計     － － 1,923,022 35.7

４ 自己株式     － － △15,395 △0.3

株主資本合計     － － 4,528,937 84.1

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価差
額金 

    － － 23,428 0.4

評価・換算差額等合計     － － 23,428 0.4

純資産合計     － － 4,552,366 84.5

負債純資産合計     － － 5,386,691 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     3,172,659 100.0 3,127,048 100.0

Ⅱ 売上原価      

(1）期首製品棚卸高   2,073 6,363  

(2）当期製品製造原価   2,535,864 2,465,245  

合計   2,537,938  

(3）期末製品棚卸高   6,363 2,531,574 79.8 6,365 2,465,243 78.8

売上総利益     641,085 20.2 661,805 21.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１ 旅費交通費   36,226 36,291  

２ 広告宣伝費   227,769 66,011  

３ 役員報酬   88,200 90,000  

４ 給料賞与   183,512 170,553  

５ 賞与引当金繰入額   19,000 20,000  

６ 退職給付費用   1,433 1,999  

７ 退職手当金   5,908 5,908  

８ 福利厚生費   46,248 40,189  

９ 賃借料   27,136 23,607  

10 租税公課   35,689 33,493  

11 減価償却費   5,498 3,987  

12 その他   80,561 757,184 23.9 92,374 584,417 18.7

営業利益又は営業損失
（△） 

    △116,099 △3.7 77,388 2.5

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息   1,406 2,076  

２ 受取配当金   1,598 2,594  

３ 貸倒引当金戻入額   2,100 －  

４ 作業屑売却益   13,467 －  

５ 保険積立金解約益   17,791 －  

６ 雑収入   4,552 40,917 1.3 3,561 8,232 0.3

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息   2,387 2,387 0.0 1,196 1,196 0.1

経常利益又は経常損失
（△） 

    △77,569 △2.4 84,423 2.7



  

 

   
前事業年度

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益      

 １ 投資有価証券売却益   19,046 23,566  

 ２ 保険積立金解約益   182,748 201,794 6.3 － 23,566 0.8

Ⅶ 特別損失      

１ 投資有価証券売却損   － 9,988  

２ 固定資産除却損 ※１ 10,507 14,268  

３ 固定資産売却損 ※２ 2,175 108  

４ 役員退職慰労金   － 12,682 0.4 3,000 27,366 0.9

税引前当期純利益     111,542 3.5 80,623 2.6

法人税、住民税及び事
業税 

  45,895 44,489  

法人税等調整額   4,425 50,320 1.6 △4,472 40,016 1.3

当期純利益     61,221 1.9 40,606 1.3

前期繰越利益     79,828 － 

当期未処分利益     141,049 － 

       



製造原価明細書 

  

 （脚注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   599,679 23.5 578,890 23.5

Ⅱ 労務費   1,200,597 47.2 1,145,102 46.4

Ⅲ 経費   745,119 29.3 740,901 30.1

（うち外注加工費）   （113,027） （135,659）

（うち減価償却費）   （258,446） （230,875）

当期総製造費用   2,545,396 100.0 2,464,893 100.0

期首仕掛品棚卸高   69,145 78,677 

合計   2,614,542 2,543,571 

期末仕掛品棚卸高   78,677 78,326 

当期製品製造原価   2,535,864 2,465,245 

     

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

原価計算の方法 同左 

 実際原価による工程別総合原価計算を採用しておりま

す。 

  



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

  

（注）平成18年7月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
別途積立金

繰越利
益剰余
金 

平成18年４月30日 残高（千円） 929,890 1,691,419 77,000 1,081 1,720,000 141,049 1,939,130 △15,395 4,545,045

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △56,715 △56,715   △56,715

特別償却準備金の取崩（注）   △1,081 1,081 －   －

別途積立金の積立（注）   10,000 △10,000 －   －

当期純利益   40,606 40,606   40,606

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

   

事業年度中の変動額合計（千円） － － － △1,081 10,000 △25,027 △16,108 － △16,108

平成19年４月30日 残高（千円） 929,890 1,691,419 77,000 － 1,730,000 116,022 1,923,022 △15,395 4,528,937

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成18年４月30日 残高（千円） 51,586 51,586 4,596,632

事業年度中の変動額  

剰余金の配当（注）   △56,715

特別償却準備金の取崩（注）   －

別途積立金の積立（注）   －

当期純利益   40,606

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△28,158 △28,158 △28,158

事業年度中の変動額合計（千円） △28,158 △28,158 △44,266

平成19年４月30日 残高（千円） 23,428 23,428 4,552,366



④【キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益   111,542 80,623 

減価償却費   263,945 234,863 

退職給付引当金の減少
額 

  △702 △975 

賞与引当金の減少額   △9,000 － 

貸倒引当金の増加額及
び減少額（△） 

  △2,100 9,400 

未払事業所税の増加額
及び減少額（△） 

  150 △55 

受取利息及び受取配当
金 

  △3,005 △4,671 

支払利息   2,387 1,196 

投資有価証券売却益   △19,046 △23,566 

投資有価証券売却損   － 9,988 

固定資産売却損   2,175 108 

固定資産除却損   10,507 14,268 

保険積立金解約益   △200,539 － 

売上債権の増加額
（△）及び減少額 

  △3,125 30,906 

棚卸資産の増加額   △12,414 △26 

その他流動資産の増加
額 

  △167 △3,260 

仕入債務の減少額   △11,750 △16,405 

その他流動負債の増加
額 

  5,206 2,319 

未払消費税等の増加額
及び減少額（△） 

  1,393 △1,591 

役員賞与の支払額   △4,000 － 

その他   △46 △0 

小計   131,411 333,125 



  

  

   
前事業年度

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取
額 

  2,941 4,137 

利息の支払額   △2,190 △1,001 

法人税等の支払額   △65,315 △43,271 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  66,846 292,988 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

  △100,000 △100,000 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △208,607 △294,121 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  126,246 171,798 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △83,275 △112,349 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  1,326 2,100 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △21,025 △1,680 

無形固定資産の売却に
よる収入 

  1,305 － 

その他投資の増加によ
る支出 

  △26,891 △95 

その他投資の減少によ
る収入 

  420,927 22,815 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  110,005 △311,531 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △138,800 △138,800 

配当金の支払額   △71,886 △56,650 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △210,686 △195,450 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減
少額（△） 

  △33,835 △213,993 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  1,704,649 1,670,814 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  1,670,814 1,456,821 

   



⑤【利益処分計算書】 

 （注）１．日付は株主総会承認日であります。 

２．特別償却準備金取崩額は租税特別措置法に基づくものであります。 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

（平成18年７月27日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益   141,049

Ⅱ 任意積立金取崩額  

 特別償却準備金取崩額   1,081 1,081

合計   142,130

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金   56,715

２ 任意積立金  

別途積立金   10,000 66,715

Ⅳ 次期繰越利益   75,415

   



重要な会計方針 

  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 期日末の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のあるもの 期日末の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 移動平均法による原

価法 

時価のないもの  同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・仕掛品 製品・仕掛品 

…総平均法に基づく原価法   同左 

  原材料 原材料 

  …総平均法に基づく原価法   同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

 有形固定資産  有形固定資産 

…定率法 

但し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法。少額減価償却資

産（取得価額が10万円以上20万円未

満の減価償却資産）については、３

年間で均等償却。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物         18～45年 

機械及び装置       10年 

  同左 

  無形固定資産 無形固定資産 

  …定額法 

なお、自社利用ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法。 

  同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

   同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額の当期負担額を計上してお

ります。 

   同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務に基

づき計上しております。 

   同左 



  

会計処理の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前事業年度

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、要求払預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）   

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成

15年10月31日）が平成17年4月1日以後開始する事業年度

に係る財務諸表から適用されたことに伴い、当事業年度

から同会計基準及び同適用指針を適用しております。な

お、これによる減損損失は発生しておりません。 

────── 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

────── 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 

企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）

を適用しております。なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、4,552,366千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年４月30日） 

当事業年度
（平成19年４月30日） 

※１．担保提供資産 ※１．担保提供資産 

 長期借入金（１年以内返済予定額を含む） 

150,000千円に対して下記の資産を担保に供してお

ります。 

 長期借入金（１年以内返済予定額を含む） 

44,400 千円に対して下記の資産を担保に供してお

ります。 
  

建物 246,182千円

土地 339,376千円

計 585,559千円

建物 237,616千円

土地 339,376千円

計 576,992千円

  
※２． 会社が発行する株式

の総数 
普通株式 12,889,000株

  発行済株式総数 普通株式 3,813,000株

  
※２． ────── 

※３．自己株式 ※３．       ────── 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式32,000

株であります。 

  

 ※４．事業年度末日満期手形  ※４．事業年度末日満期手形 

事業年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日もって決済処理しております。な

お、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の当事業年度末日満期手形が期末残高

に含まれております。 

事業年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日もって決済処理しております。な

お、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の当事業年度末日満期手形が期末残高

に含まれております。 
  

受取手形 22,653千円 受取手形 22,889千円

５．配当制限 ５．        ────── 

 商法施行規則第124条3号に規定する純資産額は、 

 51,586千円であります。 

  

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※１．固定資産除却損 ※１．固定資産除却損 
  

  

機械及び装置 9,122千円

工具器具備品 1,101千円

施設利用権 283千円

計 10,507千円

建物 

機械及び装置 

車両及び運搬具 

298千円

12,839千円

83千円

工具器具備品 889千円

出資金 157千円

計 14,268千円

※２．固定資産売却損 ※２．固定資産売却損 
  

機械及び装置 1,510千円

車両及び運搬具 146千円

電話加入権 518千円

 計 2,175千円
  

車両及び運搬具 108千円



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式 

普通株式 3,813,000 － － 3,813,000 

合計 3,813,000 － － 3,813,000 

自己株式 

普通株式 32,000 － － 32,000 

合計 32,000 － － 32,000 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年7月27日 
定時株主総会 

普通株式 56,715 15 平成18年4月30日 平成18年7月28日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年7月26日 
定時株主総会 

普通株式 37,810 利益剰余金 10 平成19年4月30日 平成19年7月27日

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成18年４月30日現在） （平成19年４月30日現在） 
  

現金及び預金勘定 1,970,814千円

預入期間が3ケ月を超える定期
預金 

△300,000千円

現金及び現金同等物 1,670,814千円

現金及び預金勘定 1,856,821千円

預入期間が3ケ月を超える定期
預金 

△400,000千円

現金及び現金同等物 1,456,821千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年４月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

     ２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

当事業年度（平成19年４月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式 111,484 215,760 104,275 

債券 － － － 

小計 111,484 215,760 104,275 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

株式 90,903 80,342 △10,561 

債券 － － － 

小計 90,903 80,342 △10,561 

合計 202,388 296,102 93,714 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

126,246 19,046 － 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 2,000 

合計 2,000 

区分 種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式 69,380 158,148 88,768 

債券 － － － 

小計 69,380 158,148 88,768 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

株式 268,909 239,432 △29,477 

債券 － － － 

小計 268,909 239,432 △29,477 

合計 338,289 397,580 59,291 



     ２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  次へ 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

171,798 23,566 9,988 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 2,000 

合計 2,000 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を、確定拠出型の制度として特定退職金共済制度を採用しておりま

す。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を使用しております。 

  

３．退職給付費用の内訳 

 （注）１．当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を使用しております。 

２．特定退職金共済制度により、前事業年度に費用認識した拠出額は、32,096千円であり、当事業年度に費用認識した拠出

額は、30,340千円であります。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

        該当事項はありません。 

  

 

項目 
前事業年度

（平成18年４月30日） 
当事業年度 

（平成19年４月30日） 

退職給付債務（千円）   103,236 102,261  

(1）退職給付引当金（千円）   103,236 102,261  

項目 
前事業年度

（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

退職給付費用（千円）   8,015 6,757  

(1）勤務費用（千円）   8,015 6,757  



（税効果会計関係） 

  

（持分法損益等） 

  前事業年度（自 平成17年5月1日 至 平成18年4月30日） 

   該当事項はありません。 

  当事業年度（自 平成18年5月1日 至 平成19年4月30日） 

   該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 

（平成18年４月30日） 

当事業年度 

（平成19年４月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

  

  

  

繰延税金資産   

未払事業税等否認 5,679千円 

賞与引当金損金算入否認 42,218千円 

投資有価証券評価損否認 25,428千円 

退職給付引当金損金算入否認 41,707千円 

会員権評価損否認 1,737千円 

保険積立金評価損否認 14,758千円 

貸倒引当金繰入限度額超過 7,814千円 

繰延税金資産小計 139,343千円 

評価性引当額 △43,014千円 

繰延税金資産合計 96,329千円 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △42,127千円 

繰延税金負債合計 △42,127千円 

繰延税金資産の純額 54,201千円 

  

  

繰延税金資産   

未払事業税等否認 5,470千円 

賞与引当金損金算入否認 43,369千円 

投資有価証券評価損否認 25,428千円 

退職給付引当金損金算入否認 41,313千円 

会員権評価損否認 1,737千円 

保険積立金評価損否認 14,758千円 

貸倒引当金繰入限度額超過 11,739千円 

繰延税金資産小計 143,816千円 

評価性引当額 △43,014千円 

繰延税金資産合計 100,801千円 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △35,862千円 

繰延税金負債合計 △35,862千円 

繰延税金資産の純額 64,939千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  

  

  

法定実効税率 40.4％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目 

2.6％ 

住民税均等割等 6.3％ 

租税特別措置法による税額控除等 △5.0％ 

その他 0.8％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.1％   

  

  

法定実効税率 40.4％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目 

1.4％ 

住民税均等割等 7.4％ 

その他 0.4％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.6％ 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日） 

(1）役員および個人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．建築工事等の取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

  

当事業年度（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日） 

(1）役員および個人主要株主等 

 （注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．建築工事等の取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容
取引の内
容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社等 

㈱安井組 
福岡県 
北九州市 
八幡西区 

20 建設業 
(被所有)
直接 

0.2％ 
兼任１

建築工
事等の
依頼 

建築工事
等の取引 

4,259 未払金 15

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容
取引の内
容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社等 

㈱安井組 
福岡県 
北九州市 
八幡西区 

20 建設業 
(被所有)
直接 

0.2％ 
兼任１

建築工
事等の
依頼 

建築工事
等の取引 

6,355 未払金 51

前事業年度 
（自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日） 

当事業年度
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

  

１株当たり純資産額 1,215.72円

１株当たり当期純利益金額 16.19円

１株当たり純資産額 1,204.01円 

１株当たり当期純利益金額 10.74円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度

(自 平成17年５月１日 
至 平成18年４月30日) 

当事業年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日) 

当期純利益（千円） 61,221 40,606 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 61,221 40,606 

期中平均株式数（千株） 3,781 3,781 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

該当事項はありません。 

  

【その他】 

該当事項はありません。 

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

㈱ゼンリン 19,835 66,645 

三菱商事㈱ 20,000 51,300 

㈱ウッドワン 50,000 49,500 

 ㈱ＩＨＩ 80,000 37,600 

㈱大分銀行 43,362 36,381 

住友電気工業㈱ 20,000 34,060 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 27 33,750 

カネカ㈱ 20,000 21,960 

ユアサ商事㈱ 82,000 16,646 

ユニチカ㈱ 100,000 14,800 

大日本スクリーン製造㈱ 11,000 11,154 

第一実業㈱ 20,000 10,800 

㈱T&Dホールディングス 700 5,327 

㈱ふくおかフィナンシャルグループ 5,375 4,891 

京浜急行電鉄㈱ 3,000 2,766 

 ㈱ティー・ヴィー・キュー九州放送 40 2,000 

小計 475,339 399,590 

計 475,339 399,580 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

機械及び装置・・・・・・・印刷用機械  85,439千円 

      ・・・・・・・製本用機械  13,372千円 

  

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

機械及び装置・・・・・・・製版用機械  85,673千円 

      ・・・・・・・製本用機械  13,000千円 

  

【借入金等明細表】 

 （注）「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産    

建物 1,083,231 4,824 5,832 1,082,224 678,424 21,939 403,799

構築物 29,796 － － 29,796 27,229 252 2,566

機械及び装置 3,867,516 99,781 103,878 3,863,418 3,144,685 173,156 718,733

車両及び運搬具 48,029 3,330 11,130 40,229 32,173 3,174 8,055

工具器具備品 185,539 2,957 19,143 169,353 148,315 13,402 21,037

土地 929,190 － － 929,190 － － 929,190

有形固定資産計 6,143,303 110,894 139,985 6,114,211 4,030,829 211,925 2,083,382

無形固定資産    

ソフトウェア 229,453 1,680 － 231,133 177,466 22,937 53,666

電話加入権 2,453 － － 2,453 － － 2,453

施設利用権 10,790 － － 10,790 1,890 － 8,900

無形固定資産計 242,697 1,680 － 244,377 179,356 22,937 65,020

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 138,800 69,700 0.78 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 69,700 －   － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 208,500 69,700 0.78 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 20,100 29,500 － 20,100 29,500

賞与引当金 95,000 95,000 95,000   95,000



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

  

ロ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

 

区分 金額（千円）

現金 16,191 

銀行預金 

当座預金 244,155 

普通預金 1,196,146 

定期預金 400,000 

別段預金 328 

小計 1,840,630 

合計 1,856,821 

相手先 金額（千円）

㈱タカギ 17,580 

宇野紙器工業㈱ 13,026 

㈲イソノ 10,000 

㈲アドティス 9,722 

泰平印刷㈱ 7,177 

その他 36,086 

合計 93,593 

期日 金額（千円）

平成19年５月満期 39,242 

６月 〃 16,578 

７月 〃 21,996 

８月 〃 10,121 

９月 〃 504 

10月以降満期 5,151 

合計 93,593 



ハ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜処理を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ニ．製品 

  

ホ．原材料 

  

 

相手先 金額（千円）

(有)イソノ 28,926 

芦澤写真 11,996 

(有)アドティス 10,324 

(資)磯谷写真スタジオ 10,256 

オクムラ写真館（本店） 9,129 

その他 384,521 

合計 455,153 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

473,896 3,283,400 3,302,143 455,153 87.9 51 

品目 金額（千円）

学校アルバム 1,411 

一般商業印刷 4,954 

合計 6,365 

品目 金額（千円）

紙 16,226 

インキ 1,849 

ＰＳ版 2,444 

その他 8,059 

合計 28,580 



ヘ．仕掛品 

  

② 負債の部 

イ．買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

品目 金額（千円）

学校アルバム 70,661 

一般商業印刷 7,665 

合計 78,326 

相手先 金額（千円）

㈱コムテックス 68,781 

コーエー㈱ 66,475 

松尾㈱ 38,024 

宇野紙器工業㈱ 28,023 

児島洋紙㈱ 16,686 

その他 38,600 

合計 256,592 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

 （注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができません。 

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2）取得請求権付株式の取得を請求する権利 

(3）募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

 

事業年度 ５月１日から４月30日まで

定時株主総会 ７月中 

基準日 ４月30日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券

剰余金の配当の基準日 
10月31日 
４月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第18期）（自 平成17年５月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月27日福岡財務支局長に提出。 

(2）半期報告書 

（第19期中）（自 平成18年５月１日 至 平成18年10月31日）平成19年１月30日福岡財務支局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成18年７月27日 

株式会社マツモト       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 古谷 伸太郎 印

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松本 正一郎 印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社マツモトの平成17年５月１日から平成18年４月30日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社マツモトの平成18年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出

会社が別途保管しております。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

      平成19年７月26日 

株式会社マツモト       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 小川 一夫  印

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松本 正一郎 印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社マツモトの平成18年５月１日から平成19年４月30日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社マツモトの平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出

会社が別途保管しております。 
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